
令和2年度実施計画

※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 320,949                         
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 22,451                           うち法定率事業分 3,416        

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

1,267,149 62,478 34,162 1,213,136 - 19,851 - 

1 ○ 単 75

テレワーク環
境整備事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策）

①感染症対策として、職員の在宅勤務を可能とするた
め、テレワーク環境を整備する。
②テレワーク環境整備に係る費用（委託料、使用料及び
賃借料）
③委託料（テレワーク環境構築業務委託）：880千円、使
用料及び賃借料（リモートライセンス、ウイルス対策ソフ
トライセンス費用）：2,356千円
④市

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 3,236 3,236 - - 
R2予備費

（地）

2 ○ 単 1,12

感染症予防
事業（新型コ
ロナウイルス
感染症対策）

①感染症の対応として、緊急に必要となる感染症対策
について実施する。
②感染症対策に係る費用
③消耗品費（マスク、消毒液、非接触型体温計、医療用
防護服、フェイスシールド等）：7,502千円　備品購入費
（サーマルカメラ5台、院内感染対策ユニット）：8,443千
円、修繕費（院内感染対策ユニット設置に係る修繕）：
642千円、印刷製本費（感染症対策関連情報発信）：188
千円、広告料（新聞折込）：315千円
④市

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 17,090 17,090 - - 
R2予備費

（地）

3

4 単 92

新型コロナウ
イルス感染症
対策支援制
度相談事業

①－
②－
③雇用支援に関する相談窓口の設置に係る費用
　謝礼（社会保険労務士）：50千円×10日、20千円（半
日分）×2日
④－

－ － － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 540 540 - - 
R2補正
（地）

5 単 57
生産性向上
支援事業

①感染症の影響を踏まえ、国の緊急経済対策が示す第
二の「V字回復フェーズ」の考え方に準じ、市内事業者等
の取組を支援し、市内経済の活性化を図る。
②③④
・基盤技術産業高度化支援事業補助金：13,618千円
　（対象：市内製造業者）
・ロボット導入促進事業補助金：1,488千円
　（対象：市内事業者）
・中小企業販路拡大支援事業補助金：4,016千円
　（対象：市内に事業所を有する中小企業者）
・ロボット実証実験支援事業助成金：1,000千円
　（対象：市内を含む地域でロボット実証実験を行ったも
の）
・チャレンジ作物支援事業補助金：24,298千円
　（対象：農業法人等）
・ロボット等導入による生産性向上支援事業：9,975千円
　（対象：－）

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 54,395 54,395 - - 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

6 ○ 単 15

住宅管理経
費（新型コロ
ナウイルス感
染症対策）

①医療従事者等が安心して働ける体制を整備するた
め、医療従事者の一時滞在場所として、仮設住宅を利
用する。
②医療従事者等の一時滞在場所としての仮設住宅等の
利用に係る費用
③委託料（清掃業務委託）：1,051千円、消耗品費（生活
用品一式）：1,073千円
④市内仮設住宅

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.9 2,124 2,124 - - 
R2予備費

（地）

7 ○ 単

小中学校管
理運営事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策）

①小中学校の臨時休校、自由登校に伴い、保護者との
連絡体制の強化を図るため、各学校に携帯電話を導入
する。
②携帯電話導入費用
③端末購入費：39,400円×21校×2台、手数料：3,300円
×21校×2台
④市内小学校：12校、中学校：6校

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,794 1,794 - - 
R2予備費

（地）

8 単 39
失業者等の
雇用対策事
業

①コロナ禍の影響により、失業、休業、内定取消等に迫
られたものを会計年度任用職員として採用する。
②会計年度任用職員として雇用する経費
③会計年度任用職員（フル、パート）：13,485千円（７人）
④失業、休業、内定取消等に迫られたもの及び求職中
のもの

－ － － － － －
Ⅱ-１．雇用の

維持
㉑いずれも該

当しない
R2.5 R3.3 13,485 13,485 - - 

R2補正
（地）

640,661                                                                                  

都道府県・市町村コード（５桁） 07212 1,213,136                                                     第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

175,571                  

地方公共団体名 南相馬市 y.hayama@city.minamisoma.lg.jp 第二次配分額 640,661                  

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 福島県 0244-24-5225 第一次配分額 206,647                  206,647                                                                                  

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 1,190,708                                                                               

担当部局課名 総務部財政課 28,136                                                         本省繰越予定額                   167,829

167,829                                                                                  担当者氏名 羽山　勇作 1,185,000                                                     配分予定額計 1,022,879               

確
認
済
み
事
業

mailto:y.hayama@city.minamisoma.lg.jp


令和2年度実施計画Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ
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助
・
単
独

事
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集
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例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

9 ○ 単
ひとり親家庭
応援支援金
給付事業

①特に影響を受けている子育て世帯を支援するため、
一人親の児童扶養手当受給世帯に対し、生活支援金を
給付する。
②生活支援給付金
③第1子：40千円×436人×3か月、第2子：10千円×178
人×3か月、第3子以降：6千円×45人×3か月
④児童扶養手当受給世帯

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.6 58,470 58,470 - - 
R2補正
（地）

10 単
飲食店等維
持補助事業

①特に影響を受けている運輸業、宿泊業、飲食店に対
し、当該店舗等の維持に係る費用の負担軽減を図るた
め助成金を交付する。
②店舗等の維持に係る経費
③補助金：200千円×342店舗、通信運搬費（郵便料）：
72千円、消耗品費（事務用）：39千円、印刷製本費（封筒
用）：44千円
④市内に主たる事業所を有する運輸業、宿泊業、飲食
店

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.12 68,555 68,555 - - 
R2補正
（地）

11 単 12
市民相談等テ
レビ会議シス
テム整備事業

①感染症対策として、市民が来庁する移動時間の軽減
を図るため、本庁と区役所をテレビ会議システムで結
び、行政相談を可能とする。
②テレビ会議システム導入に係る費用
③使用料及び賃借料（テレビ会議システム賃貸借）：
2,024千円、修繕料：448千円、通信運搬費（インターネッ
ト回線使用料）：252千円、消耗品費（窓口設置用）：734
千円
④－

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 3,458 3,458 - - 
R2補正
（地）

12 単

販路開拓・拡
大支援事業
（地域おこし
企業人）

①V字回復フェーズを見据え、影響を受けている市内の
農林水産業者に対し、販路拡大による売上確保ができ
るよう、商談会等の各種イベントへの積極的な出展を促
進するため、補助金を交付する。
②商談会及びイベント出店に要する経費
③補助金：200千円×3件
④1次・2次・3次産業者、1次産業者が組織する団体

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.4以降 600 600 - - 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

13 ○ 単

肉用牛肥育
農家経営支
援事業補助
金

①影響を受けている肉用牛肥育農家に対し、経営安定
化を図るため、市内で生産された子牛を購入する際の
費用を助成する。
②子牛を購入する費用（補助金額：50千円/頭）
③補助金：50千円×60頭
④肉用牛肥育農家

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 3,000 3,000 - - 
R2補正
（地）

14 単
事業継続支
援金等支給
事業

①影響を受けている事業者に対し、新型コロナウイルス
感染症対策を講じながら事業継続が図られるよう支援
する。
②市内事業者への支援金、感染症対策に係る補助、そ
の他事業継続に係る支援
③補助金：170,700千円（事業継続支援金：166,200千
円、感染事業者消毒支援金：3,000千円、PCR検査費用
支援金：1,500千円、委託料（申請受付に関する業務委
託）：11,920千円、役務費（通信運搬費、手数料）：1,787
千円、消耗品費：243千円、印刷製本費（封筒用）：286
千円
④市内で事業を営んでいる事業者

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 184,914 184,914 - - 

感染拡大の第3波の影
響に伴う支援につい
て、申請期限が4月以
降となるため。

R2補正
（地）

15 単

事業継続チャ
レンジ応援給
付金給付事
業

①影響を受け、事業形態の変更を余儀なくされている事
業者を支援するため、事業継続のための新たな取組に
対し給付金を支給する。
②新たな取組を行う市内事業者への給付金
③補助金：100千円×60事業者、役務費（通信運搬費、
手数料）：98千円、消耗品費：89千円
④新たな取組を行う市内事業者

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.11 6,187 6,187 - - 
R2補正
（地）

16 単 70
観光振興事
業

①コロナ禍の影響の中での「相馬野馬追」を映像として
記録し、苦難の歴史の中でも引き継がれてきた伝統文
化の再ブランド化を図ることで、国内外にPRする。
②動画作成に係る経費
③委託費：3,850千円
④市

－ － － － － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・
エンターテイ
ンメント事業

等に対する支
援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 3,850 3,850 - - 
R2補正
（地）

17 ○ 単 103
GIGAスクー
ル情報機器
整備事業

①国が進めるＧＩＧＡスクール構想に係る1人1台PCの実
現
②児童生徒数1/3は地方財政措置で事業を進める。
③指導者用情報機器（タブレット）：50千円×122台（小
学校用）、50千円×56台（中学校）、児童生徒用情報機
器（タブレット）に係る継ぎ足し単独分：5千円×3,227台、
消耗品費（保護シール）：4,308千円（1,265円×3,405台）
④市内小学校：12校、中学校：6校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.4 R2.9 29,343 29,343 - - 
公立学校情報機器整
備費補助金（文科省）

R2補正
（地）

18 単 103

GIGAスクー
ル高速通信
環境整備事
業

①－
②－
③公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助
金(学校内におけるLAN環境の整備及び電源キャビネッ
トの設置等)に係る継ぎ足し単独分：小学校（12校）
11,260千円、中学校（6校）21,216千円
④－

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.4 R3.4以降 32,476 32,476 - - 

公立学校情報通信
ネットワーク環境施設
整備費補助金（文科
省）

機器の調達や既存
ネットワークの設定変
更作業に時間を要し、
年度内完了が困難な
ため

R2補正
（地）
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国庫補
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その他
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特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

19 単 103
ICT教育推進
事業

①感染症の影響による臨時休校等の影響に伴う児童生
徒の学習遅れを解消するため、ICTを活用したオンライ
ンによる家庭学習に必要な環境を整備するための支援
金を交付する。また、併せて学校内でのICTの利活用を
推進する。
②ICT環境を活用した家庭学習への支援金（インター
ネット回線使用料等）、家庭学習に係るインターネット環
境整備（Wi-Fi整備費等）のための支援金　等
③補助金：24,000千円（家庭学習支援、環境整備支援）
10千円×延べ2,400世帯、委託料（緊急ICT利活用支援
業務委託（学校内でのICT支援員の増員））：20,543千
円、役務費（通信運搬費）：430千円、需用費（消耗品
費）：157千円
④児童生徒がいる世帯

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.5 R3.4以降 45,130 45,130 - - 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

20 ○ 単 75

テレワーク環
境整備事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策）

①「No.1」と同事業※予算区分の違いによるもの
　感染症対策として、職員の在宅勤務を可能とするた
め、テレワーク環境を整備する。
②テレワーク環境整備に係る費用（備品購入費）
③備品購入費（テレワーク用PC　64,300円×100台×
1.1）：7,073千円
④市

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 7,073 7,073 - - 
R2当初
（地）

21 ○ 単 75

テレワーク環
境整備事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策）

①「No.1」と同事業※予算区分の違いによるもの
②テレワーク環境整備に係る費用（通信運搬費、使用料
及び賃借料）
③通信運搬費（インターネット契約・回線使用料、モバイ
ルデータ契約・回線使用料）：5,470千円、使用料及び賃
借料（ウイルス対策ソフトライセンス費用）：132千円
④市

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 5,602 5,602 - - 
R2補正
（地）

22 単 1,12

感染症予防
事業（新型コ
ロナウイルス
感染症対策）

①「No.2」と同事業※予算区分の違いによるもの
②感染症対策に係る費用
③消耗品費（マスク、消毒液、非接触型体温計、医療用
防護服、フェイスシールド）：84,764千円、消耗品費（保
健衛生用品）：102,000千円（1千円×51,000人×2回）、
備品購入費（陰圧器1台）：5,653千円、時間外勤務手
当・管理職手当：22,289千円、印刷製本費（感染症対策
関連情報発信）：1,949千円、広告料（新聞折込）：1,444
千円
④市

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 218,099 218,099 - - 

一部ワクチン接種と連
携した事業実施を見込
んでいることから、年
度内完了が困難なた
め

R2補正
（地）

23 単 1,12

感染症予防
事業（新型コ
ロナウイルス
感染症対策）

①「No.2」と同事業※予算区分の違いによるもの
　感染症の対応として、緊急に必要となる感染症対策に
ついて実施する。
②感染症対策に係る費用
③消耗品費（公共施設におけるパーテーション、消毒液
購入費）：3,353千円、通信運搬費謝礼（各世帯へのマス
ク発送、学校休校に伴う児童生徒への宿題、連絡物の
発送）：3,993千円、謝礼（医療従事者への活動支援に係
る謝礼）：100千円、
④市

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 7,446 7,446 - - 
R2当初
（地）

24 単 1
発熱等トリ
アージ外来開
設事業

①「No.3」と同事業※予算区分の違いによるもの
②発熱等トリアージ外来設置及び運営に係る費用
③謝礼（派遣医師謝礼）：9,914千円、備品購入費（陰圧
式エアーテント等）：8,260千円、使用料及び賃借料（仮
設診療所レンタル費用）：1,176千円、消耗品費（仮設診
療所開設に係る消耗品）：1,000千円、撤去費：493千
円、委託料（事務作業、廃棄物処理運搬委託）：132千
円、光熱水費（電気料）：48千円、手数料（廃棄物処理）：
12千円
④市
※その他財源：福島県新型コロナウイルス感染症緊急
包括支事業（医療分）補助金、福島県地域外来・検査セ
ンター運営業務委託金

－ － － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

②発熱外来 R2.4 R3.3 21,035 3,364 - 17,671 
R2補正
（地）

25 単 15

住宅管理経
費（新型コロ
ナウイルス感
染症対策）

①「No.6」と同事業※予算区分の違いによるもの
②医療従事者等の一時滞在場所としての仮設住宅等の
利用に係る費用
③委託料：566千円、需用費（燃料費、光熱水費）：290
千円、消耗品費：146千円、使用料及び賃借料：18千円
④市内仮設住宅

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.9 1,020 1,020 - - 
R2補正
（地）

26 ○ 単

小中学校管
理運営事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策）

①「No.7」と同事業※予算区分の違いによるもの
②携帯電話導入に係る通信運搬費
③携帯電話料：3,745円×21校×2台×12か月
④市内小学校：12校、中学校：6校

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,888 1,888 - - 
R2補正
（地）

27 単 107
ふるさと学生
応援事業

①感染症の影響により、学生の就学環境の維持及び生
活を支援するとともに、地域の事業者を支援するため、
当市出身の学生に対し、ふるさと産品や市産米を送付
する。
②学生支援に係る支援品の購入費用、配送料及び事務
作業委託経費
③消耗品費（ふるさと産品、市産米、衛生資材）：9,211
千円、役務費（通信運搬費）：2,104千円、印刷製本費
（制度周知用）：78千円
④当市出身の学生

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 11,393 11,393 
R2補正
（地）
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

28 単 36

防災備蓄倉
庫管理運営・
備蓄物資配
備事業

①避難所における感染症対策の強化を図るために必要
な資機材について整備する。
②感染症対策の強化を図るために必要な経費（備蓄品
等購入費、資機材賃借料等）
③消耗品費（パーテーション、簡易ベッド　各750セット）：
21,417千円、賃借料（スタンドファン　5台×11避難所、
クールミスト　4台×11避難所、資機材保管用倉庫）：
9,944千円
④市内避難所：11か所
※その他財源：福島県避難所の新型コロナウイルス感
染対策強化事業補助金

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
⑤防災IT化 R2.6 R3.3 31,361 29,361 2,000 

R2補正
（地）

29 単
まちづくり活
動支援事業
補助金

①感染症の影響を受けている市民生活や地域課題へ
の支援に取り組む市民活動団体の活動に対し、補助金
を交付する。
②感染症の影響を受けた市民生活を支援する事業及び
感染症により地域で生じた課題解決に取り組む事業に
係る経費
③補助金：356千円×1件
④感染症の影響を受けている市民生活や地域課題へ

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.4以降 356 356 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

30 単
敬老記念品
等支給事業

①感染症の影響により、地域における敬老会の開催が
困難なことから、敬老の意を伝えるとともに、地域内消
費を喚起し、地域経済の活性化を図るため、高齢者に
商品券及び記念品を贈呈する。
②75歳以上の高齢者への商品券及び記念品贈呈に係
る経費
③記念品：1千円×11,000人×85.8％（見込）、消耗品費
（ラベルシート、事務用消耗品）：50千円、通信運搬費
（商品券取扱店への通知用）：52千円、委託料（事務作
業委託（記念品（商品券）2千円×11,000人分含む））：
29,356千円
④令和2年度中に75歳となるもの

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.4以降 38,896 38,896 

事業の確定が年度末
となり、年度内に支出
義務額は確定するが、
支出が4月以降となる
見込みのため。

R2補正
（地）

31 単

新型コロナウ
イルス感染症
対策雇用調
整助成金

①感染症の影響により、事業活動の縮小を余儀なくされ
た事業者の雇用の安定を図るため、休業手当等の一部
を助成する。
②国の雇用調整助成金の支給決定を受けた事業者へ
の上乗せ助成、申請書類の作成支援に係る助成
③助成金（雇用調整分）：450千円×40社、助成金（申請
書類の作成支援）：50千円×40社
④国の雇用調整助成金の対象事業者

－ － － － － －
Ⅱ-１．雇用の

維持
㉑いずれも該

当しない
R2.4 R3.4以降 20,000 20,000 

雇用調整助成金（厚労
省）

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

32 単
商工業者支
援事業

①感染症の影響により大幅に下押しされた市内経済活
動の回復に向け、各区の実情に応じた商工業者支援の
取組を促進するため、補助金を交付する。
②商工業者等への金融支援等、事業継続や雇用維持
等に関する事業及び「新しい生活様式」を踏まえた地域
経済の活性化等に関する事業に係る経費
③補助金：38,350千円（3団体分）
④小高商工会、鹿島商工会、原町商工会議所

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.4以降 38,350 38,350 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

33 ○ 単
消費喚起応
援事業

①感染症の影響により落ち込んだ市内経済を回復させ
るため、消費喚起応援事業を実施することに対し、補助
金を交付する。
②消費喚起応援事業実施に係る経費（商品券、賞品
代、事業執行に係る需用費、役務費、委託費、使用料
及び賃借料等）
③補助金：121,617千円×1団体
④南相馬市消費喚起応援事業実行委員会

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.4以降 127,161 127,161 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

34 ○ 単 107
学生生活緊
急支援給付
金事業

①感染症の影響により、経済的に困窮している大学生
等に対して、学業の継続及び生活を支援するため、給
付金を交付する。
②学生支援のための給付金及び事業執行に係る経費
③補助金（50千円×810人）：40,500千円、需用費（消耗
品費、印刷製本費）：87千円
④当市出身の学生

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 40,587 40,587 
R2補正
（地）

35 単 102
修学旅行キャ
ンセル料等支
援事業

①感染症の影響による修学旅行の中止や行程変更等
に伴い発生する追加的費用について、保護者の負担軽
減を図るため、市が負担する。
②キャンセル等に伴い発生する追加的経費
③補償金：536千円
④旅行代理店又は対象生徒保護者

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.3 536 536 
R2補正
（地）

36 単 1
相馬地方広
域市町村圏
組合負担金

①相馬地方広域市町村組合において、緊急に必要とな
る感染症対策を行うため、必要な経費の一部を構成市
町村で負担する。
②相馬地方広域市町村圏組合に負担金として支出し、
感染症対策に係る消耗品（マスク、消毒液、非接触型体
温計、防護服）、備品購入（オゾン式除染装置）、遠隔授
業・遠隔会議用ネットワーク環境整備に要する費用を交
付対象経費とする。
③負担金：5,650千円
④相馬地方広域市町村圏組合

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 5,650 5,650 

事業の確定が年度末
となり、年度内に支出
義務額は確定するが、
支出が4月以降となる
見込みのため。

R2補正
（地）

37 単 106
学校給食費
等支援事業

①感染症の影響に伴う臨時休業等への対応など、子ど
もの感染防止に努めている保護者の負担軽減を図るた
め、給食費を減免する。
②小中学校給食費の無償化（1学期分）に係る費用及び
臨時休校に伴う給食賄材料キャンセル料
③（無償化分）56,650千円（賄材料費）-10,831千円（無
償対象以外の給食費）、（材料費キャンセル料）：821千
円
④学校給食事業に交付金を充当

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 46,640 46,640 
R2当初
（地）
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38 単 1
病院事業会
計補助金

①南相馬市立総合病院において、感染症治療等に従事
する医療関係者に対し特殊勤務手当を支給する。
②南相馬市病院事業会計に補助金として交付し、感染
症治療等に従事する医療関係者への特殊勤務手当（県
補助対象外部分）、体制拡充に伴う超過勤務手当、その
他感染症対策に係る施設整備や諸費用等に要する費
用を交付対象経費とする。
③補助金：17,031千円（特殊勤務手当（防疫手当）7,011
千円、超過勤務手当5,730千円、感染症対策に係る施設
整備、諸費用：4,290千円）
④南相馬市立総合病院

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 17,031 17,031 

補助等の確定が年度
末となり、年度内に支
出義務額は確定する
が、支出が4月以降と
なる見込みのため。

R2補正
（地）

39

40 単 106
出産育児応
援特別給付
金支給事業

①感染の不安を抱えながら、出生した新生児を持つ世
帯への家計への支援を行うため、給付金を支給する。
②給付金
③給付金：100千円×293人、100千円（第3子以降加算
分）×66人
④R2.4.28からR3.3.31までの間に生まれ、出生日から申
請日まで継続して市に住民登録のある子どもを持つ世
帯、R2.4.1からR3.3.31までの間に第3子以降で生まれ、
出生日から申請日まで継続して市に住民登録のある子
どもを持つ世帯

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.4以降 35,900 35,900 

R3.3.31までに出生した
子どもを持つ世帯を対
象とし、申請期限を
4.30までとしているた
め。

R2補正
（地）

41

42 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校における感染拡大を防止するため、保健衛生用
品等を支援する。
②保健衛生用品等に係る経費
③消耗品費：1,084千円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,084 1,084 542 542 - - -         
R2補正
（国）

43 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援
事業）
①学校における感染拡大のリスクを最小限にするため
感染症対策を強化するとともに、子どもたちの学習保障
をするための取り組みを支援する。
②学校における感染症対策や子どもたちの学習保障の
取り組み係る経費
③負担金：36,000千円
④市内小学校：12校、中学校：6校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 36,000 36,000 18,000 18,000 - - -         
国3次補正分も含むこ
とから、年度内の執行
が困難なため。

R2補正
（国）

44 補
介護保険事
業費補助金

厚労

（通いの場の活動自粛下における介護予防のための広
報支援事業）
①感染症の影響により、自宅で過ごしている高齢者の
健康状態を把握するとともに、健康維持等を目的に、家
庭での過ごし方の周知等を行う。
②家庭での過ごし方などのパンフレット配布に係る経費
③消耗品費（パンフレット）：440円×21,053人、郵送料：
211円×21,053人
④65歳以上の高齢者

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 13,706 13,706 9,137 4,569 - - -         
R2補正
（国）

45 補
学校臨時休
業対策費補
助金

文科

（学校給食返還等事業）
①感染症の影響に伴う臨時休業等に伴い発生する経費
について、負担軽減を図る。
②臨時休業に伴い、既に発注していた食材にかかる違
約金
③違約金：2,567千円
④市

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.9 2,567 2,567 1,924 643 - - -         
R元予備
費（国）

46 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサー
ビスへの支援等事業（本文４の（４）①及び②の事業））
①学校の臨時休業等に伴い、自宅等で1人で過ごすこと
ができない児童がいる世帯における放課後等デイサー
ビスの利用増に対する費用を支援する。
②臨時休養に伴う利用増にかかる費用
③利用料補助：4月分　9千円、5月以降分241千円
④放課後等デイサービス事業所

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 250 250 124 63 - 63 -         
R2補正
（国）

47 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援セン
ターや日中一時支援事業の受け入れ体制強化等）
①感染拡大に伴う地域活動支援センターや日中一時支
援の受け入れ体制強化等の実施に必要な保健衛生用
品等を支援する。
②保健衛生用品等に係る経費
③消耗品費：471千円
④地域活動支援センター、日中一時支援事業所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 471 471 235 119 - 117 -         
R2補正
（国）

48 補
保育対策事
業費補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的
に実施していくために必要な経費のほか、保育所等が
配布する保健衛生用品等に係る経費を補助する。
②感染症対策に係る経費
③補助金：500千円×3施設、400千円×3施設、300千
円×4施設、消耗品費：500千円×5施設
④市内公立、私立保育園：15施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 6,400 6,400 3,200 3,200 - - -         
国3次補正対応分であ
り年度内の執行が困
難なため。

R2補正
（国）

49 補
教育支援体
制整備事業
費交付金

文科

（幼稚園の感染症対策支援及び幼稚園のICT環境整備
支援）
①幼稚園において、新型コロナ感染症対策を徹底する
ために必要な経費及び保健衛生法品等を支援する。
②感染症対策に係る経費
③消耗品費：500千円×4施設
④市内公立幼稚園：4施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 2,000 2,000 1,000 1,000 - - -         
国3次補正対応分であ
り年度内の執行が困
難なため。

R2補正
（国）


